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はじめに―選挙区を歴史的制度として捉える
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要旨：日本の選挙区制度は，1889年の小選挙区制にはじまり，大→小→中
→大→中選挙区制と転変を経て，今日，小選挙区比例代表並立制に到達し
ている。他方，個別の選挙区割りは，明治以来，相応の連続性をもって現代
に維持されている。選挙区を空間的な政治制度として捉え，その歴史的展
開を論じることは日本の選挙制度を理解する上で欠かせない作業となろう。
よって本稿では，選挙区を空間的政治制度として捉える第一歩としてそ

の始点となる 1889年の選挙区がどのような考えのもとでどう線引きされ
たのかを，当時の議論から明らかにする。そこでは内閣，内務省，府県知
事だけが策定に関与した結果，選挙事務の実施という行政的な側面と，選
挙を安定的に運営すべく旧藩域を極力維持する方法が取られた。とりわけ
旧秩序の継承と小選挙区の選択は選挙に対する地方名望家の影響力を残し，
その後の立憲政治の展開に大きな制約を与えることとなった。
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

国民の代表が新設の議会に招集される際ないしはそれ以前に，日
本は一定数の選挙区に分けられなければならないだろう。しかしそ
の分割に関しては，大いに配慮が払われなければならない。そのよ
うな地区の形成は，日本の新しい憲政の最も重要なポイントのひと
つとなるべきである。ひとたび選挙区が作られると，それらを再調
整するという難事を将来に引き延ばすことはほとんど不可能だろう。
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選挙区というのはなんとも不思議な枠組みである。人々は誰かに区切ら
れた範囲のなかで選挙活動を行い，投票し，当選する。政党支部も選挙区
を単位として組織される。選挙区は代議制民主主義における政治活動の基
礎単位といってよいだろう。
政治活動がそのなかで行われるということは，その枠組み自体が人々の

政治的行為を規定しているということだ。その意味において，選挙区は空
間的政治制度として捉えることができる。
その空間は歴史的に連続している。選挙が回を重ねるごとに候補者と有

権者の関係は積み重なり，候補者の戦術は熟練し，有権者の意識は選挙区
に馴致する。加えて日本では候補者の世襲が両者の関係をより密接なもの
にする。かくして空間的政治制度たる選挙区は様々な利害関係を包摂した
ものとなり容易には変えがたいものとなる。
では，この枠組みはいつから続いているのだろうか。選挙区が連続する

制度であるなら，その淵源に遡って考究することが制度理解の前提となる
はずだ。
これまで，多くの研究はその淵源を１９９４（平成６）年の選挙制度改革に

求めてきた。もちろん，現行制度の誕生から理解することが緊要なアプロ
ーチであることに異論はない。
一方で，現行の小選挙区制はそれ以前の中選挙区制の区割りを踏まえた

ものであることは通説的な理解となっている。加えて，この中選挙区制は
さらに遡って大正期の小選挙区制と高い連続性を持っていることが明らか
にされている（清水２０１３a）。すなわち，現況の小選挙区区割りは，一般に
想像されるより遥かに長い歴史的連続性を持っている２。
過去との連続性を論じるのは歴史研究，すなわち政治史の仕事であろう。
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表１ 選挙区制度と選挙区単位，一議席あたりの人口標準の変遷
議席数選挙区数議席／人口選挙区単位制度概要制定年
３００２５７１２万人郡小選挙区（２人区あり）１８８９年
３６９９７１３万人／３万人府県／市大選挙区＋市部１９００年
４６４３７４１３万人／３万人郡／市小選挙区（２・３人区あり）１９１９年
４６６１２２１３万人郡＋市中選挙区（３～５人）１９２５年
４６６５４１５.５万人都道府県大選挙区１９４５年
４６６１１７１５.５万人市町村中選挙区（３～５人）１９４７年
４８０３００／１１市町村／ブロック小選挙区＋比例代表１９９４年



しかし，意外なことに，これまで制度としての選挙区の歴史的展開は，中
選挙区制以降に集中し（杣１９８６；松尾１９８９），それ以前との連続・非連続
が積極的に論じられることはなかった。
なかでも，制度の始点となる１８８９年選挙法における区割りがどう作られ

たのかについてはいまだ判然としない。公的な通史においても「公職選挙
法の別表に相当する部分は附録と称されているが，この審議は別に行われ
たようで，その原案及び審議経過については，今日知ることを得ない」と
その過程を知る材料はないとされてきた（衆議院・参議院１９９０）。
それにはやむを得ない事情もある。帝国議会は開設直後に議事堂が全焼

し，臨時議会制度事務局の資料は灰燼に帰した３。起草者の手元にあった
資料も震災や戦災によって大半が失われた。選挙区の設定に関する公文書
はほとんど失われたとされ４，河村（１９４３），稲田（１９６２）といった嚆矢的
研究は編纂資料と回想録を用いて推論を重ねてきた。
もっとも，こうした状況は近年になって変化しつつある。川人（１９９２），

永山（１９９７，１９９８）によって数的なデータ整備が進み，政治史でも制度設
計者たちがとらえた代議士の理想像を追った季武（２０１０），制度構築の過程
を捉え直した清水（２０１３b），永山による人口推計を新資料で補う末木

（２０１４），選挙制度と政党の戦略を論じた玉井（１９９９），伏見（２０１３），中選
挙区制に至る構造を論じた奈良岡（２００９），拙稿（２０１３a）など，選挙区と
政党政治に関する体系だった研究が現れ始めている。
よって本稿では，選挙区を空間的政治制度として捉え，その連続，非連

続を体系的に検討する端緒として，１８８９（明治２２）年に初めて設定された
衆議院議員選挙の区割りについて，その策定の意図，構造，結果を論じる。
まず第１章で策定の過程を概観し，第２章でその意図を検討し，第３章で
はそれが政党政治に与えた影響について考察する。検討にあたっては，現
在確認される３つの区割り（原案，修正案，成案）の比較を軸に，特に近
世的な秩序との連続，非連続に注目していく。

１．選挙区確定までの過程

廃藩置県から１０年後の１８８１（明治１４）年，自由民権運動の高まりを受け
て１０年後の国会開設を約束する勅諭が発せられた。ここに憲法制度，議会
制度とともに選挙制度の検討が本格的に開始された５。
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制度起草の責任者となった伊藤博文とその幕僚たちは自ら欧米に渡って
実地に学び，同地から招聘した専門家と議論をしつつ制度設計を進め，
１８８９年に衆議院議員選挙法を公布した。以下，詳細な過程追跡は別稿に譲
りつつ，選挙区の策定過程の概要を明らかにする。

１．１ 直接選挙か，間接選挙か
制度検討の初期における大方針は，間接選挙（選挙区は府県単位，議員

定数は２名）であった６。これには伊藤が独墺調査の経験から強いこだわ
りを持っていたことが知られている（稲田１９６２）。財産篤志のある地方名
望家層から厳選された議員を選び，有能な議員による国会運営が期待でき
ることがその眼目であった。
しかし，幕僚たちは強く反対した。国民の政治参加が減退する，不正の

危険性が高まる，地方政党の国政への影響が懸念されるというのがその論
旨であった。その結果，１８８５年までには直接選挙に方針が改められた７。

１．２ 人口１０万人基準案（原案）
直接選挙とする方針が定まったことで，具体的な選挙区の設定が論じら

れていく。まず府県を選挙大区と称し，これに対して人口１０万人につき１
議席を割り当て，府県内では人口８万人以上１６万人以下を基準に１郡また
は数郡を合併して１議席の選挙小区を作る案がまとめられた８。制度起草
者たちは実務官僚たちに命じて欧米諸国の議員人口比を調査させており，
平均して人口７万５０００人あたり１議席という数字を得ており，そこから選
挙区では８万人という基準が導かれたのであろう。
あらかじめ全体の議席数を定めず人口標準を示したのは，選挙区の設定

に無理が生じないようにするためであったという９。１６万人を越える２人
区，２４万人を越える３人区も許容されていた。投票の容易さや信用のある
議員が当選しやすいという利点から全ての選挙区を１人区とすべきという
異論もあったが１０，起草者たちは選挙区設定の柔軟性を重視し，この異論
を押さえ込んだ１１。なお，ここで採られた方法は単純な割り当て（クオー
タ）であり，最大剰余法や最高平均法が用いられた形跡は確認されない１２。
この方針に基づく区割り案が伊藤の私文書である「秘書類纂」に収めら

れている１３。それは内閣用箋に記されており，１８８７年１２月から翌年８月ま
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でのあいだに法制局で作成されたものと考えられる。現在確認できる最初
の区割り案であるので，仮に原案と呼ぶ。
原案の作成には林田亀太郎ら法制局の実務官僚があたったが，その作業

は難航を極めた１４。選挙区の単位とされた郡はおよそ１,２００年前に大宝律
令によって定められた区画である。１８８６年当時，北海道・沖縄を除く選挙
区設定地域にある郡区は７５４（伊豆七島を含む）を数えたが，人口規模はま
ちまちであり，最大１９７,７２５人（新潟県中頸城郡）最小１,９５３人（山口県見
島郡）とその格差は１０倍に達していた。
林田らは詳細な事情に囚われず，事務的に地図と人口表を照らし合わせ

ながら選挙区の線引きを行ったという。結果，従来の郡区域を切り分けず
に線引きがなされ，２８７選挙区３５２議席（うち１人区２２７，２人区５５，３人区
５）という案が作成された。全人口は３７,３０７,５６５人とされたから，１０万人基
準であれば３７３議席が充当される。それに較べて２１議席少ない区割りであ
った。

１．３ 人口１２万人基準案（修正案）
ところが，政府はこれでは議員数が多すぎると見たのだろうか，府県へ

の議席割り当て基準を「１２万人に付１人の割合を超えさるものとす」とし
て１２万人以下に引き上げ，１０万人以上２０万人以下を１人区，以下，１０万人
単位で１議席加えて選挙区を設ける案を作成した。これは内大臣であった
三条実美の私文書に「機密 衆議院議員選挙法附録」として残されている
１５。仮に修正案とする。外務大臣であった大隈重信の私文書にも同様のも
のが残されており．大臣には共有されていたものと考えられる１６。
同案は蒟蒻版で書かれた和綴本であり，その形状，封入物などから１８８８

年１０月に枢密院本会議審議に提出する際のものと見られる。衆議院議員選
挙法は憲法附属の重要法案であり，枢密院の審議を経る必要があった。林
田は１０万人と１２万人の２案を作成したと回想しており１７，原案と同様にこ
の修正案も法制局が作成したとみてよい。ここでも従来の郡区域の切り分
けは行われていない。
修正案が提示した選挙区は２５６区２９８名であり，２人区は３８，３人区は２

と原案に較べて抑えられている。もちろんそれは原案からの単純な削減で
はなく，新しい人口基準に基づいた抜本的な書き換えの結果であった。こ
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の際に参照された全人口は３８,２２１,７３１人であり，人口１２万人基準では３１８.５
議席となるから，基準より約２０議席少ない区割りであった。

１．４ 枢密院への諮詢
かくして区割り案は衆議院議員選挙法の別表として枢密院へ諮詢される

こととなった。諮詢されたのはいずれの案だろうか。実は，原案には内閣
用箋のものに加えて枢密院用箋に書かれた「最終確定案 １０月２１日」があ
る。制度設計者たちは，この段階に及んでもどちらにすべきか逡巡してい
たようである。
そして，驚くべきことに同年１０月２１日の諮詢の際，区割り案は枢密顧問

官たちに示されなかった。その理由は１１月２６日の本会議で伊藤議長から明
らかにされている。それによれば，「附録」という名前を与えられた区割り
別表は目下，府県知事に照会中であり，審議に付すことができないという
のである１８。実際，審議経過を見ても当時の枢密顧問官たちが残した私文
書を見ても，区割り別表を見出すことはできない。
枢密院での憲法・附属法令審議に際しては，顧問官に対して厳格な情報

管理が行われており，法案を持ち帰ることも禁じられていた。制度設計者
は，内容が外部に漏れて様々な批判に晒されることに神経質になっていた。
民党の関心が高く地域の利害とも密接に結びつく選挙区割りは，とりわけ
取扱に注意を要するものであり，法制局での作業も極秘裏に行われていた。
慎重に慎重を期した管理が行われたということであろう。

１．５ 府県知事への照会と選挙区の確定（成案）
もっとも，伊藤の発言は虚偽ではなかった。今回，各都道県公文書館に

悉皆調査を行った結果，府県知事への照会は１８８８年１１月に山縣有朋内務大
臣から知事に対する内訓として行われていることが確認できた１９。大臣名
の文書では，選挙法制定に際して選挙区を別紙の通り画定したが地理上の
実況は地図だけでは判然としないので，差し支えがある場合は翌１２月１０日
迄に回答するように指示がなされている。この内訓も厳秘扱いで行われて
いる。照会されたのは原案ではなく修正案であった。
府県知事からの回答の結果，２６府県で区割りが変更された。修正案と比

較すると１人区は２減（２１４選挙区），２人区は５増（４３選挙区），３人区は
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２減して消滅する一方，島嶼を独立選挙区とする措置により議席数が２増
して３００となった。衆議院の定数が３００から始まったことについては江戸時
代の「諸侯３００藩」に由来するなど諸説があったが，実際には２９８＋２とい
う偶然の産物であった。
さて，府県知事への照会結果を待つ枢密院は別表を保留しつつ審議を進

めていた。ところが，２ヶ月近くが経った１２月１７日，伊藤議長は第三読会
の結了を告げると同時に，未回答の府県があることを理由に，別表は後日
に回すとして法案の決議を強行した２０。この後，翌年１月１７日に再案審議
が行われているが別表が審議された記録はない。
この結果，枢密院は別表について審議を行わずに決議，了承させられる

こととなった。元老院も翌年になって発布後の事後検視を形式的に行うに
止まっている２１。別表は事実上，法制局，内務省，府県知事の三者，すな
わち行政のみの手で確定に至ることとなった。

２．成案の特徴

２．１ 人口格差の許容，もしくは軽視
かくして，１人区２１４，２人区（連記制）４３，合計２５７区３００議席で初めて

の衆議院議員選挙の区割りは確定した。１郡で１選挙区をなすものと複数
の郡を組み合わせて１選挙区としたものがあるが，いずれの場合も原案・
修正案と同様に従来の郡区域を切り分けずに線引きがなされた。
１議席あたりの人口は１２万人が基準として府県ごとに割り当てられた。

人口１２万人あたり１議席の基準に対して約１８議席少ないものとなった。結
果的に政府は基準より少ない議員数を選択したことになる。
府県単位で単純な割り当てを行ったことで，いわゆる「一票の格差」が

生まれた。原案，修正案いずれの場合も２倍以下の格差は許容する方針で
あったが，実際にどの程度格差が生じたのだろうか。
表２は，島嶼独立選挙区を除く各府県と選挙区の人口についてまとめた

ものである。まず１人区を見てみよう。
修正案では最大が愛媛７区（宇摩・三野・豊田郡，１９８,５２６人），最小が

大分１区（西国東・東国東郡，１００,６３２人）で１.９７倍，府県知事の照会を経
た成案では最大が香川１区（香川・山田・小豆郡，１９５,９９７人），最小が兵

１９日本の選挙区はどう作られたのか（２０１６－Ⅱ）



２０

表２ 修正案と成案にみる選挙区間の人口格差
修正案人口/

議席
配分
議席現住人口府県 ２・３人区１人区

倍率最小倍率最小最多
１.６４１０５,７０５１７３,０３１１２８,１７７１２１,５３８,１２１東京府

１.６７２０２,０３１１.５８１０６,７３２１６８,９５３１２１,３３７７８４９,３６２京都府
１.４２２２４,４０９１.４９１０６,８９５１５９,４９４１２０,７９１１０１,２０７,９０７大阪府
１.６６２１２,１９９１.６６１０６,５４４１７６,４８６１２８,１３５７８９６,９４８神奈川県
１.８１２０４,０６０１.７９１０３,３２４１８４,８１４１２３,３９０１２１,４８０,６８５兵庫県
１.２９３４９,５６０１.３７１０９,９１６１５０,０５４１２１,５０７５＋２７２９,０４２長崎県
１.７６２０４,４３０１.６８１０７,０９９１７９,５５１１２５,５５８１３１,６３２,２５７新潟県
１.８２２０９,２７０１.６３１１７,０２７１９０,５０５１２６,９７８８１,０１５,８２４埼玉県
１.２９２５０,０４６１.４８１０８,９５７１６１,５９３１３３,５８６５６６７,９３１群馬県

１.６７１０１,６８１１６９,８０３１２６,８４７９１,１４１,６２１千葉県
１.５２２０２,９４２１.３１１１８,２１０１５４,３９８１２０,９３５８９６７,４８０茨城県
１.６２２１９,２４７１.３７１２９,６７６１７７,２４４１３１,１７６５６５５,８８０栃木県
１.７２２０７,８４８１.７６１０１,５００１７８,９４１１２２,０７２４４８８,２８９奈良県
１.５２２２９,３０２１.６８１０３,５３１１７３,８８９１２７,５２２７８９２,６５４三重県

１.９０１０１,９６９１９４,２２５１２７,６４６１１１,４０４,１０６愛知県
１.４３２２７,３２４１.５８１０２,７２３１６２,３７１１２７,４１３８１,０１９,３０１静岡県

１.４１１２５,９２０１７７,９０７１４３,６６５３４３０,９９６山梨県
１.２７２４４,０２１１.２９１２０,６７９１５５,１０５１３０,９１２５６５４,５５８滋賀県

１.８２１０５,９５７１９３,２４６１２７,１０５７８８９,７３２岐阜県
１.４８２５６,００３１.８３１０３,５２７１８９,４９７１３４,２５９８１,０７４,０６９長野県

１.４７１１６,９３８１７１,７６３１３７,６２５５６８８,１２４宮城県
１.５２２１１,２５３１.５３１０４,７１４１６０,５２０１２４,４０３７８７０,８２２福島県
１.６７２０６,９２４１.６９１０２,６７８１７３,２６４１２８,２７９５６４１,３９５岩手県
１.６５２０８,９０８１.２８１３４,７５０１７２,１９６１２８,９４５４５１５,７７９青森県
１.３０２２３,５１０１.３１１１１,３２２１４５,３４９１２０,４９７６７２２,９７９山形県
１.８０２０９,７８９１.５１１２４,４６８１８８,４１０１３０,８０７５６５４,０３７秋田県

１.３９１２２,０１６１６９,９７１１４６,４４４４５８５,７７６福井県
１.５９２０３,７４４１.２３１３１,３８０１６１,８３４１２１,４９６６７２８,９７４石川県
１.４２２６５,３６７１.７７１０６,３８６１８８,１０８１４２,６７７５７１３,３８４富山県

１.１０１２２,３１３１３４,８６０１２８,６９４３３８６,０８３鳥取県
１.４２１２０,８７９１７１,５６９１３６,８５１５＋１６８４,２５７島根県

１.６８２１４,２７２１.７１１０４,７５６１７９,５０４１３０,３７９８１,０４３,０２９岡山県
２２０,１７６１.５２１０６,８６４１６２,２５２１２７,６４６１０１,２７６,４６１広島県

１.１０２５９,１７９１.２０１１８,７５０１４２,８１２１２８,２２２７８９７,５５７山口県
１.２０２３４,１１５１４０,１７８１２２,７７２５６１３,８６２和歌山県

１.３３１１３,１０７１４９,９０３１３２,３１０５６６１,５４８徳島県
１.９３３０９,３１３１.９３１０３,０３６１９８,５２６１２９,４２６５６４７,１３０香川県

１.４６１２１,０７９１７６,３５０１２５,９４８７８８１,６３６愛媛県
１.０６２７３,６９２１.０３１４１,３８５１４５,４６８１３９,４４４４５５７,７７６高知県

１.６１１０４,００４１６７,６９５１２８,８１０９１,１５９,２９４福岡県
１.６２１００,６３２１６２,８５４１２７,０４６６７６２,２７５大分県

１.１２２５５,６９７１.０４１３７,８８６１４３,１５５１３３,７４５４５３４,９８１佐賀県
１.６６２０３,８２１１.６０１０５,２７４１６８,８１４１２７,５５８８１,０２０,４６０熊本県

１.４０１１４,６３８１６０,１５２１３１,４２０３３９４,２６１宮崎県
１.８９２０７,４８２１.６２１２０,９４６１９６,２１２１３４,７２７７９４３,０８８鹿児島県

２人区平均１人区平均１２９,２６６３００３８,２２１,７３１全国 ２２７,６０８１３６,６１８
各府県の数値中，上位２つに網掛け太字，下位２つに網掛け斜体とした。成案には人口が記さ
帝国民籍戸口調査』（１８８６年）に記載されている人口をもとに算出した。



庫１区（神戸区，９７,１４０人）で２.０２倍と
なっている。兵庫１区は基準とされた
１８８６（明治１９）年調査では１０万人に満
たないが照会の段階では１０万人を超え
ており，知事からの提案で１人区にな
ったと考えられる。許容範囲のほぼ限
界まで達している。
１人区と２・３人区についても議員

１人あたりの人口格差を確認しておこ
う。修正案では愛媛１０区（３人区，香
川郡ほか）との間で１.９３倍，成案では新
潟５区（古志・三島郡）との間で１.９４
倍ときわめて高い。これらの結果は，
府県知事を含めた実務官僚たちが議員
１人あたりの人口を平準化することに
重きを置いていなかったことを物語っ
ている。
府県内ではどうだろうか。成案を見

てみると，１人区間では兵庫県，愛知
県，香川県内で最大１.９０倍，２人区と
の間では埼玉県で最大１.８２倍となって
いる。
府県内において１人区間の格差が

１.５倍以下に収まっているのは４４府県
中１７県に止まる。２人区との間ではや
や緩和されるものの３０府県中１６府県と
ようやく半数に届く程度である。全国
的な格差は認知しにくいかもしれない
が，隣の選挙区との間に２倍近い格差
があれば当然にして不満が生じるのは
当然だろう。こうした「一票の格差」
は，第１回総選挙の実施後，全国レベ

２１日本の選挙区はどう作られたのか（２０１６－Ⅱ）

成案
２人区１人区

倍率最小倍率最小最多
１.６４１０５,７０５１７３,０３１

１.６７２０２,０３１１.５８１０６,７３２１６８,９５３
１.４２２２４,４０９１.４９１０６,８９５１５９,４９４
１.６２２１２,１９９１.６２１０６,５４４１７２,３７９
１.８１２０４,０６０１.９０９７,１４０１８４,８１４
１.４１２１２,２２１１.１５１３０,４５１１５０,０５４
１.７８２０１,８８６１.６８１０７,０９９１７９,５５１
１.８２２０９,２７０１.６３１１７,０２７１９０,５０５

１.５４１０７,１３２１６４,８７６
１.４１２４１,５５８１.６７１０１,６８１１６９,８０３
１.５２２０２,９４２１.２１１２７,９３５１５４,３９８
１.６２２１９,２４７１.３７１２９,６７６１７７,２４４
１.７２２０７,８４８１.７６１０１,５００１７８,９４１
１.１１２２９,３０２１.２３１０３,５３１１２７,５２２

１.９０１０１,９６９１９４,２２５
１.４３２２７,３２４１.５８１０２,７２３１６２,３７１

１.３７１２５,９２０１７２,２１１
１.２７２４４,０２１１.２９１２０,６７９１５５,１０５

１.８２１０５,９５７１９３,２４６
１.４７２５６,００３１.８２１０３,５２７１８８,７４６

１.４７１１６,９３８１７１,７６３
１.７６２１１,２５３１.６６１１１,６９５１８５,９２６

１.５５１０２,６７８１５９,３４２
１.１４２４２,３６７１.０３１３４,７５０１３８,７３７
１.５１２１１,０７６１.２２１２９,７１９１５８,８７６
１.６１２３３,４３０１.７０１１０,８５１１８８,４１０

１.３９１２２,０１６１６９,９７１
１.５９２０３,７４４１.２３１３１,３８０１６１,８３４
１.４２２６５,３６７１.７７１０６,３８６１８８,１０８

１.１０１２２,３１３１３４,８６０
１.５１１１３,３８７１７１,５６９

１.５８２３６,０９０１.６４１１４,２８５１８７,０１２
１.４８２１８,９９３１.５２１０６,８６４１６２,２５２
１.１０２５９,１７９１.２０１１８,７５０１４２,８１２
１.２０２３４,１１５１４０,１７８

１.３３１１３,１０７１４９,９０３
１.９０１０３,０３６１９５,９９７

１.４０２２５,０２９１.５３１０２,９５８１５７,８１３
１.０６２７３,６９２１.０３１４１,３８５１４５,４６８
１.４８２２６,０４０１.６１１０４,００４１６７,６９５

１.６２１００,６３２１６２,８５４
１.１２２５５,６９７１.０４１３７,８８６１４３,１５５
１.８０２０３,８２１１.５６１１７,０２８１８２,９８６

１.５３１０８,９４０１６６,３００
１.８２１０４,７８２１９０,３２３

２人区平均１人区平均
２２９,２６８１３４,８０２

れていないため，内務省総務局戸籍課編『日本



ルではなく府県レベルで問題視されていくこととなる。
むしろ当初から指摘されたのは，有権者数で見た場合の格差であった

（メイソン１９７３）。すなわち，有権者と人口の比率で見た場合，最多の滋賀
県が人口１００人あたり２人を超えたのに対して，標準とされた１００人に１人
に達したのは１府２５県に過ぎず，鹿児島は０.４１人，東京に至っては最低の
０.３８人であった２２。

２．２ 郡を単位とした区割り―地方行政再編のなかで
選挙区間の人口格差という問題が生じた原因は，いうまでもなく郡を選

挙区の構成単位としたことにある。先述したように郡の人口規模は大小様
々であり，従来の郡域を切り分けない方針が取られている以上，どうして
も選挙区間の人口格差は生じる。では，なぜそうした制約にもかかわらず，
郡を選挙区の構成単位としたのであろうか。
なぜ府県を対象とした大選挙区ではなかったのか。議席配分の対象とさ

れたのは府県である。府県知事は選挙事務を統括するとされたが，府県を
選挙区とする考えは，直接選挙の方針が確定して以降は見当たらない。
このことは，制度設計者たちが求めた代議士の理想像と密接に関係して

いる。季武（２０１０）が明らかにしたように，彼らは地域の有権者がよく熟
知した人物を自らの代表として帝国議会に送り出すことを予定していた。
それはまだ見ぬ帝国議会に対し，国民が一定の信頼を寄せるためにも必要
な方途であった。この条件を満たすためには選挙区は狭くならざるを得な
い。府県を単位とした大選挙区は，理想的な候補者像を第一に考えた制度
設計者たちの念頭にはなかったというのが実際であろう。
大選挙区が念頭になく，その理由が有権者と候補者の密接な関係を重視

することにあったならば，より小さい区域である市町村を選挙区の構成単
位とすることが合理的なように思われる。しかし，それは現実的ではなか
った。地方制度の整備が緒に就いたばかりであったためである。
当該期の地方制度を規定した郡区町村編制法，府県会規則，地方税規則

（いわゆる三新法）では町村の位置づけがきわめて曖昧であり，その混乱を
収拾すべく新たな制度への改革が図られていた（大島１９９４）。新制度とな
る市制・町村制の公布が１８８８年４月であるから，衆議院議員選挙制度の制
定は地方制度の改正と同時進行で進められていた。権限が曖昧で混乱が生

２２



じている町村に選挙の運営を託すことは，少なくともこの段階では不可能
であった。
くわえて，この制度のもとでは町村の長である戸長が民選であり，行政

の長と住民代表の二つの顔を持っていた（松沢２０１３）。ここで制度設計者
たちが間接選挙を廃した際の論理を想起したい。それは，地方政治の利害
対立が衆議院議員を介して直接に国政と結びつくことは避けるべきであり，
その観点から，すでに政党化しつつある府県会議員を選挙人とすることは
望ましくないというものであった。すでに戸長の政党化も進んでおり，そ
れは地方制度改正の眼目ともなっていた。戸長による選挙不正の恐れを廃
することはできなかった（小山１９６７）。このような状況のもとでは，府県単
位の大選挙区も不可，市町村単位の小選挙区も不可であった。
こうして見てくると，郡を選挙区の構成単位とすることは必然であった。

地理的にも，有権者たちが相互に人物を知りうる範囲に収まり，郡長は官
選である。「一票の格差」に目を瞑りさえすれば，郡は唯一無二の構成単位
であった。上記の事情に鑑みれば，開票は郡役所で行うほかなく，人口格
差を是正するために郡を切り分けることができなかった理由も理解される。
郡を選挙区の構成単位とすることには積極的な理由も存在した。郡は自

治体ではなく行政区画であるから，郡を単位とする選挙区から選ばれた議
員は，地域の利益代表ではなく国民全体の代表であるという論理が立つ。
これはすでに府県会議員の選挙区を郡とする際にも用いられ，広められ

た論理であった２３。衆議院議員選挙においても大正期には通説として定着
していたことが確認されるほか２４，選挙法制定直後の解説書においても同
様の記述が見られる２５。

人物のわかる範囲において，政党や地域の利害とは切り離して代表を選
ぶ。そのためには郡を選挙区の構成単位とするほかなく，人口格差の問題
は，これらの目的を前に，２倍以内という範囲において許容する。これが
制度設計者たちの意図であった。

２．３ 行政による区割りの決定―郡役所と選挙事務
その観点は府県知事にも共有されていた。表２から明らかなように，彼

らへの照会を経ても人口格差はほとんど縮減されていない。では，府県知
事はどのような方針に基づいて，どのような変更を回答したのだろうか。

２３日本の選挙区はどう作られたのか（２０１６－Ⅱ）



照会には山縣内務大臣からの内訓に加えて，地方行政を担当する末松謙澄
県治局長からの書簡が付されており，その概要を窺うことができる。
まず目を引くのは郡の合併に関する記述である。末松は地方制度改革の

一環として郡の合併が進められている状況を踏まえ，郡域を変更せずに郡
の合併を行うことが予定されている場合には，その計画を選挙区割りに反
映させるよう求めている。
これは何を意味しているのか。実は選挙実務を担うことが期待された郡

役所は，すべての郡に設置されていたわけではなかった。１８８９年に衆議院
議員選挙法が施行された郡は７１７あったが，郡役所の数は５０２に止まってい
る２６。実に２１５に及ぶ郡役所を持たない郡は，他郡に置かれた郡役所を共
用していた。
表３に掲げた茨城県では，猿島・西葛飾，結城・岡田・豊田，信太・河

内の３カ所で郡役所の共用が行われている。修正案が参照したと見られる
１８８６年の人口調査では，人口は郡単位ではなく役所単位で示されている２７。
地方行政が共用されていた郡役所単位で行われていたことが確認できる。

２４

表３ 郡役所共用の状況：茨城県の例
行政機構区割り現住人口郡名国名

その後の合併など郡役所成案修正案原案修正案原案
旧茨城郡。○

茨城１（２）茨城２（２）
茨城３１０３,２６９９９,２２１東茨城郡

常陸

○茨城６５６,２１１５３,９９９鹿島郡
○４３,４６２４２,８９２行方郡
○

茨城２（２）茨城１（２）茨城１８２,２０６７７,１８８久慈郡
○４４,２８８４２,１１６多賀郡
○茨城２８８,５５７８３,９６６那珂郡

旧茨城郡。○茨城３茨城３茨城５４６,７３４４５,２８５西茨城郡
○８４,８１７８０,６９３真壁郡

１８９６年，西葛飾郡
を猿島郡に編入。

茨城４茨城５
茨城８７９,８６２３０,８７７西葛飾郡

下総
○４８,５８０猿島郡

１８９６年，岡田郡，
豊田郡を結城郡に
編入。

７４,５３６
２４,８８８結城郡

茨城９１７,７５１岡田郡
○３０,６５８豊田郡
○茨城５茨城６茨城７５４,８０１５４,１０１筑波郡

常陸 ○茨城４茨城４９２,０９８８６,６９１新治郡
１８９６年，合併して
稲敷郡。

○
茨城６茨城７７５,４１５２８,４２６信太郡

茨城６４６,６２３河内郡
旧相馬郡。○茨城９４７,８５９４８,１３０北相馬郡下総

修正案の人口は選挙区単位でしか記されていないため，内務省総務局戸籍課編『日本帝国民籍戸口調査』
旧藩領は国立歴史民俗博物館が提供する「旧高旧領取調帳データベース」を用いて，各郡の字で２０％以上を占



郡役所の共用に注意しつつ修正案と成案の差分を見てみると，修正案が
信太・河内郡を別の選挙区としているのに対して，府県知事への照会を経
た成案では信太・河内郡を切り離さず，北相馬郡と合わせることで人口
１２３,２７４人の１人区とする修正を行っている。郡役所の共用を理由とした
変更と見てよいだろう。こうした変更は滋賀県，熊本県などでも見られる。
他方，大阪府，三重県，愛媛県では郡役所を共用する郡を切り分けた選

挙区区割りが見られる。これらはいずれも人口規模の大きくない郡であり，
ほどなく切り分けられた先の郡に編入されている。共用する郡役所を切り
替えたケースである２８。
すなわち，選挙区の単位は，郡というより郡役所であった。そこから読

み取れることは，区割りに際して，いかにして選挙事務を滞りなく行うか
という点が重視されていたことであろう。それは区割りの制定過程を振り
返ってみれば当然の帰結である。区割り案は法制局で起案され，内務省県
治局の手を経て府県知事に照会され，枢密院の審議を経ることなく決定さ
れた。そこには立法府の関与はなく，行政のみの論理が貫徹されたのであ

る。こののち，郡は郡役所の共用という行政事
務の実態に沿って統廃合されていく。

２．４ 旧秩序の継承
内務省から府県知事に対する内訓には，もう

一つ注目される記述がある。「地理，人口の多
少，道路の交通，舟車の便否および人情風俗に
よりやむを得ずの場合に限り，数郡区を合併し
一選挙区より特に二人の議員を選挙せしむるこ
とを得る」という２人区に関する記述である。
ここから，まず読み取れるのは３人区廃止と

いう方針である。修正案では，３人区は２つ，
香川県と長崎県にのみ存在した。香川県はこの
段階では愛媛県の一部であり，両県域を横断す
る選挙区（宇摩・三野・豊田郡。宇摩郡以外は
香川県域）も設定されていた。両県は人口
１,５３３,９８８人に対して割り当てられた１２議席を香

２５日本の選挙区はどう作られたのか（２０１６－Ⅱ）

旧藩領
幕府・旗本領
幕府・旗本領
水戸藩，麻生藩ほか
水戸藩
水戸藩，松岡藩ほか
水戸藩
笠間藩，幕府・旗本領ほか
笠間藩，下館藩ほか
古河藩，関宿藩ほか
関宿藩，幕府・旗本領
結城藩，幕府・旗本領ほか
幕府・旗本領
幕府・旗本領
幕府・旗本領，土浦藩ほか
土浦藩，幕府・旗本領ほか
幕府・旗本領，土浦藩ほか
幕府・旗本領，谷田部藩ほか
幕府・旗本領

（１８８６年）により補った。
める旧領主を割合順に示した。



川５，愛媛７で再分配し，それを受けて香川県は修正案で３人区となって
いた愛媛１０区（３０３,９１３人）を香川１区（香川・山田・小豆郡，１９５,９９７人）
と２区（大内・寒川・三木郡，１１３,３１６人）と２つの１人区とした。
長崎県は修正案で３人区となっていた長崎１区（長崎区ほか，３４９,５９０

人）から五島（南松浦郡，７１,７５８人），対馬（上県・下県郡，３１,０６８人），
壱岐（壱岐・石田郡，３４,５４３人）と３つの島嶼を切り出し，五島と対馬は
独立選挙区，壱岐は北松浦郡と合わせた１人区とした。同時に島根県から
隠岐（周吉ほか３郡，３３,２０６人）が島嶼独立選挙となった。
それ以上に注目すべきは「地理，人口の多少，道路の交通，舟車の便否

および人情風俗によりやむを得ずの場合」というくだりであろう。山縣内
相の内訓が求めたのは地理的な「差支」であったが，その解釈は判然とし
ない。府県知事たちはこの内訓にある２人区の規定を援用して「差支」の
解釈を広く捉え，多くの選挙区で見直しを回答した。その結果が，実に２６
府県に及ぶ広範な選挙区区割りの変更であった。
府県知事たちがこれだけ広範な見直しを回答したことには前段がある。

選挙区割り案が照会される前年，町村制が公布される際にひとつの大きな
争論が起こっていた。府県知事が会同する地方官会議において，町村制導
入に伴う変化があまりに大きく性急すぎるという批判が強く示されたので
ある。会議は収拾の見込みがつかないほど紛糾し，政府は対応に奔走する
結果となった。
この苦い経験は政府内にも広く共有されており，選挙制度が固まりつつ

あるなか，井上は伊藤に対して地方官会議を招集して制度の趣旨を説明す
る必要があると進言している２９。丹念に地方長官たちの意見を聞き地方の
実情に照らした対応を取ることが，地方制度の整備途上にある政府にとっ
て必要な手続きとなっていたのである。そうして見ると，この内訓が起案
者である法制局（内閣）ではなく，内務省から，なかでも地方行政を担当
する県治局から行われている事情が首肯される。
では，府県知事たちは何を重視して区割りの変更を回答したのだろうか。

今回，全府県の公文書館に悉皆調査を行った結果，この内訓とそれに対す
る回答を発見できたのは栃木県と山口県だけであった。残念ながらこの両
県は修正案の区割りをそのまま承認しており，変更の事情を論じたくだり
はない。各府県史も調査したが，いずれも「本県の選挙区は７つであり」

２６



といった具合に選挙区をアプリオリなものとして論じるばかりであり，変
更の事実すら触れられていない。
このため本稿では，修正案と成案の区割りを比較し，その理由について

検討する。具体的な例として岩手県（表４）を見てみよう。
岩手県では県庁所在地である南岩手郡などを含む岩手１区を除く全地域

を対象とした大幅な変更が行われている。そのきっかけとなったのは気仙
郡の扱いであった。気仙郡は旧陸前国であるが，１８７６年の第二次統廃合の
際に，江刺郡・胆沢郡とともに磐井県から岩手県に編入されていた。それ
はこの３郡が仙台伊達家の支藩としての統一性を持っていたことによるも
のであった。
旧仙台藩域（伊達家）と旧盛岡藩域（南部家）は，それぞれ独自の文化

風土を持っていた。加えて，幕末に仙台藩が盛岡藩を奥羽越列藩同盟に引
き込んだために，明治期に盛岡藩が困難な道を歩むことになった経緯もあ
り，近代初期における関係も複雑であった。
そうした事情にもかかわらず，法制局が作成した案では旧仙台藩領は，

２７日本の選挙区はどう作られたのか（２０１６－Ⅱ）

表４ 府県知事照会による変更：岩手県の例
行政機構区割り現住人口郡名国名 旧藩領その後の合併など郡役所成案修正案原案修正案原案

盛岡藩○

岩手１岩手１岩手１

３４,４１２３３,６４５二戸郡陸奥
盛岡藩旧岩手郡。１８９７年

に再合併。
○

１２４,９３０
６３,２８３南岩手郡

陸中

盛岡藩２３,５０９北岩手郡
盛岡藩３７,２２０紫波郡
盛岡藩旧閉伊郡。１８９７年

に合併，下閉伊郡。

○

岩手２

岩手４（２）

岩手５
５９,１４９

３８,１３４東閉伊郡
盛岡藩３,９７１中閉伊郡
盛岡藩１５,８０２北閉伊郡
八戸藩，盛岡藩旧九戸郡。１８９７年

に再合併。
○５０,５９６１９,３５１南九戸郡

八戸藩，盛岡藩３０,１３８北九戸郡
盛岡藩旧閉伊郡。１８９７年

に合併，上閉伊郡。
○岩手３岩手e４３,９６３２４,５６５西閉伊郡

盛岡藩１８,４３５南閉伊郡
仙台藩○

岩手４
５３,２１６４７,８７０気仙郡陸前

仙台藩

岩手２

岩手２８２,９０１３７,９６５江刺郡

陸中

仙台藩○４７,３８３胆沢郡
盛岡藩○

岩手３岩手３９０,３６３
４０,５０４稗貫郡

盛岡藩旧和賀郡。１８９７年
に再合併。

４３,１７２東和賀郡
盛岡藩６,３７４西和賀郡
一関藩，仙台藩旧磐井郡。○岩手５岩手３岩手４１０２,６７８３８,８４８西磐井郡
仙台藩，一関藩６０,３８１東磐井郡

出典：表３に同じ。



旧盛岡藩領の諸郡と混交して岩手２・４区とされた。加えて，岩手２区で
は旧仙台藩域と旧盛岡藩域の人口が拮抗しており，このまま選挙を行えば，
旧藩の対立を引きずった苛烈な選挙戦が展開されることは想像に難くなか
った。
成案では，旧仙台藩域の３郡で１人区となった。知事への照会を経て解

消されたということであろう。知事は，両者を分けることが「人情風俗に
よりやむを得」ない場合にあたると判断したということであろう。
旧藩域を重視する姿勢は，修正案の段階からも各府県で確認することが

できる。表５に挙げた福岡県はその典型例である。幕藩体制下における旧
藩の領域はきわめて複雑に入り組んでおり，１つの郡のなかに様々な藩の
領地が入り組んでいるが，字単位での領主を既存のデータベースを用いて
確認することは可能である。
表３～５に掲げた「旧藩領」は，各郡の字のうち２０％以上を所有する藩

（幕府・旗本領の場合もある）を割合の大きい順に並べたものである。表５
で示した福岡県の場合，１～３区は旧福岡藩，４・５区は旧久留米藩，６
区は旧柳川藩，７・８区は旧小倉藩と明確に分けられているのがわかる。
表３からもほぼ同様の傾向が見て取れるだろう。
もう一つ，表５からは旧国をまたぐ選挙区が設定されていないことも確

認できる。こうした事例は随所で見られ，京都府（山城・丹波・丹後），大
阪府（摂津・河内・和泉），神奈川県（武蔵・相模），新潟県（越後・佐渡），
愛知県（尾張・三河），岐阜県（美濃・飛騨），岡山県（備前・備中・美作），
島根県（出雲・石見・隠岐），大分県（豊前・豊後）では全県域で確認され
る。
旧国を跨ぐ選挙区が設定されているケースでは，殆どの場合，旧国を越

えた旧藩があり，旧藩域が優先されている。石川県，鳥取県，広島県，山
口県，鹿児島県など複数の旧国に跨がる大大名の旧領が代表的である。明
治維新後に複雑な入れ替えのあった東北地方，利根川の流域変化の影響を
受けた埼玉・千葉・茨城を除けば，旧国・旧藩を無視した選挙区は兵庫県
の一部（摂津，播磨）と長崎県の一部（肥前，壱岐）の２つだけである。
かくして「人情風俗」を重視した配慮が行われた結果，選挙区は近世以

前の旧藩域，旧国域との連続性のあるかたちで線引きされることとなった。
こうした選挙区のあり方は，地方行政制度において自然村の領域とは異
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なるかたちで行政村の設置を進めた政府の方針と相容れないように思われ
る。それは，選挙の安定した実施，地域対立の回避，政治意識の涵養とい
う，地方自治制度とは異なる目的が設定されていたためと考えられる。

３．小選挙区制による創始と日本の政党政治

こうして小選挙区を基本とする選挙区割りが日本の選挙制度の始点とな
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表５ 旧藩域・旧国域の重視：福岡県の例
行政機構区割り現住人口郡名国名 旧藩領その後の合併など郡役所成案修正案原案修正案原案

福岡藩那珂郡・早良郡域○

福岡１福岡１
福岡１（２）

４８,４８６４６,４５８福岡区

筑前

中津藩，福岡藩１８９６年に合併し，
糸島郡。７７,７４４

２２,０９３怡土郡
福岡藩○２５,８３１志摩郡
福岡藩２９,８８５早良郡
福岡藩１８９６年に合併し，

筑紫郡。

福岡２（２）

福岡２６３,１０３
３３,５０９那珂郡

福岡藩３,００２席田郡
福岡藩○福岡４２３,５８５御笠郡
福岡藩表・裏糟屋郡○福岡２４４,８３８４４,１５３糟屋郡
福岡藩○福岡３４２,１７２４２,４３７宗像郡
福岡藩１８９６年に合併し，

朝倉郡。福岡４
福岡４７５,９２７

２８,７６４上座郡
福岡藩（秋月藩）１５,０１７下座郡
福岡藩（秋月藩）○３２,０４０夜須郡
福岡藩（秋月藩）１８９６年に合併し，

嘉穂郡。福岡３福岡３
５１,７４７２６,０４９嘉麻郡

福岡藩○２４,４７６穂波郡
福岡藩○福岡３５３,７４６５３,６３２遠賀郡
福岡藩○４７,２４６４６,８３４鞍手郡
久留米藩１８９６年に合併し，

八女郡。
○

福岡５福岡８福岡７９０,４６５７９,７４７上妻郡

筑後

久留米藩１０,４３８下妻郡
久留米藩，柳河藩○

福岡５（２）
７７,２３０７７,８６０三瀦郡

柳川藩○福岡６福岡９７８,９３３７８,１８９山門郡
柳川藩○４４,９１２４０,２３７三池郡
久留米藩１８９６年に合併し，

浮羽郡。
○

福岡４福岡７福岡６

５４,３６９３１,５０８生葉郡
久留米藩２１,９３５竹野郡
久留米藩１８９６年に合併し，

三井郡。

○
９４,５６９

６８,１２０御井郡
久留米藩１６,３７６御原郡
久留米藩１０,９０７山本郡
小倉藩１８９６年に編入し，

京都郡。
○

福岡８福岡６福岡８
５４,０８５２２,０４２京都郡

豊前

小倉藩３２,０５１仲津郡
小倉藩１８９６年に合併し，

築上郡。６１,０６０２２,０２６築城郡
小倉藩，中津藩○３８,５６２上毛郡
幕府領・旗本領○福岡７福岡５福岡９５８,８３０５５,２６７企球郡
小倉藩○４５,１７４４３,５３９田川郡

出典：表３に同じ。



った。このことは日本の政治に，政党に，選挙にどのような影響をもたら
したのだろうか。１９００（明治３３）年の大選挙区・独立選挙区制に至る１０年
間についてアウトラインを描いてみたい。

３．１ 政治的連続性の現出，地方政治と国政の接続
制度創設初期の衆議院議員総選挙では，最大勢力となるはずであった自

由党系の分裂などにより，全国各地の選挙区で候補者が乱立した。これは
小選挙区となったことで，各勢力がそれぞれに当選の見込みを立てて自派
の候補者を擁立した結果であり，大同団結運動の決定的な破綻を示すもの
となった。畢竟，選挙戦は苛烈を極め，それは大選挙区への見直しを求め
る議論を喚起した３０。
もっともこの状況は次第に収斂していく。旧藩領域が相当程度選挙区に

継承されたことで，近世からの地域秩序が機能していったからである。主
たるアクターであった地方名望家層（地主層が中心）と民権運動グループ

（旧士族が中心）は，それぞれが高い凝集性を持っており，選挙での勝利を
共通目標として両者は接近する。当時の選挙法には選挙期間の定めがなく，
運動に関する規制もきわめて少なかったから，地元の有力者であること，
選挙資金を自己調達できることが立候補の実質的な条件であり，野心のあ
る名望家を担ぐか，名望家の支援を受けて民権運動グループが出馬するか，
選択肢は事実上そのいずれかであった。
選挙区そのものについてはどう捉えられたのだろうか。政府が秘密主義

を取って進めた効果もあってか，制定前においては，選挙区についての確
固とした論説は新聞雑誌にもほとんど現れず，誤解にまみれた憶測が飛び
交うばかりであった３１。
その反動であろう。選挙法が公布されるとその是非をめぐる議論が一挙

に吹き出した。民党，とりわけ自由党系は早くから大選挙区への変更を求
めて運動を始める。第１回総選挙を２ヶ月後に控えた１８９０年５月，自由党
系政党を集めた大同倶楽部は１県１区とすることをその綱領に盛り込んだ
３２。帝国議会開会後に立憲自由党が発足すると，同党も選挙法改正を党議
に掲げ３３，翌１８９１年１２月には大選挙区制への改正案を国会に提出した（大
霞会１９７０）。もう一つの民党である立憲改進党も同様の議論を展開してい
く３４。
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民党側のこうした動きは，小選挙区制のもとでは地方名望家と手を組ま
なければ当選が覚束ないこと，候補者選定において彼らに主導権を握られ
てしまうこと，なにより，地方の政治的利害が国政に強く及びすぎること
を嫌ったものであった。大選挙区となれば，地域における名望家の影響力
は相対化され，府県全体にネットワークを持つ民党側がイニシアティブを
握ることができると見たからである。
もっとも，この段階では集会及政社法の規定が厳しく，民党は地方政社

や地方支部を公式に作ることはできなかった。このため，地域における彼
らの活動は任意団体としてのそれに留まらざるを得なかった。
新聞各紙も特集を組むなどして選挙区割りの詳細を報じ，その是非を論

じた３５。人口格差をめぐる不満も早期に現れ，選挙法公布からわずか３ヶ
月後には，岐阜６区（加茂・可児・土岐・恵那郡，１９３,２４６人）が元老院に
直接訴願している３６。もっとも彼らの訴願は伊藤によって早々に退けられ
ている。

３．２ 民党優位の選挙戦と選挙干渉
候補者の乱立という状況にもかかわらず，第１回総選挙は政府批判の立

場を取る民党の圧勝に終わった。条約改正問題による黒田内閣の総辞職に
より予期せず首相として総選挙に臨むこととなった山縣の迷いは深く，そ
の結果，選挙はきわめて公正に行われたと言われる。それでも一部では選
挙事務に携わった町村長が様々な不正を働いたことが知られている３７。制
度設計者たちの懸念は杞憂ではなかった。
この機能が本格的に発揮されたのが第２回総選挙への品川弥二郎内相を

中心とした選挙干渉であった。この問題については末木孝典氏による研究
蓄積があり多言を要しないが，本稿の観点からすると，小選挙区制のもと
で地方名望家と旧民権運動グループが提携している以上，政府が支援した
吏党だけでなく，いかなる勢力の新規参入も困難であったこと，吏党勢力
の登場と過度な干渉により，決して強固ではなかった名望家と民党の関係
がかえって強められたことは指摘しておきたい。

３．３ 選挙干渉の失敗と政党の組織化
選挙干渉は失敗に帰した。政府は干渉政策を当面断念し，中央における
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民党との関係構築に務めることとなる。その一つが集会及政社法を改正し，
政党支部の設置を認めたことであった（村瀬１９９３）。これは党中央のコン
トロールのもとに全国の地方政党勢力を組織，統合しようとするものであ
り，政府側にも，党中央にとっても望ましい変更であった。
党幹部は党報を発行して政見の浸透や連絡の緊密化に努め，実質的な全

国政党の樹立を目指した。新聞雑誌も盛んに大選挙区の必要を主張してこ
うした動きを支援したが３８，如何せん小選挙区のもとでは郡単位，選挙区
単位の勢力が強く，党中央－府県支部－選挙区・郡組織という直列的な組
織は確立されなかった。それが実現するのは，市部以外の全県を１選挙区
とした大選挙区制の導入，すなわち１９００年の選挙法改正を待たなければな
らなかった。
選挙区レベルでは，さらに悩ましい状況が生じていた。衆議院議員にな

りたい者が多くいる状況のなかで，「名誉の分配」と称される議席のたらい
回しが起こった（季武１９９３）。連続当選を認めず，より多くの人物に議員と
しての「名誉」を与えようというものである。これは地域内の融和を図る
ためにも重要な方途であった。
他方，選挙費用の面からみればこれは「負担の分配」でもあった。地方

名望家層と旧民権運動グループは，候補者選定において協力はしても選挙
戦にかかる費用は候補者個人に依存していた。連続当選を妨げようとする
地域秩序があったことも事実であるが，実際には連続して選挙に臨むだけ
の資金を捻出しうる者は多くなかった。
この状況のもとでは，連続当選によって政策に深い理解を持つ議員を育

てていくことはきわめて困難であった。中央における人間関係も生まれに
くく，集金能力を高められるようなポークバレルも持ち得ない。その結果，
政府による買収や利益供与が大きな力を持つこととなった。初期小選挙区
制度がもたらした弊害といえるだろう。

おわりに

本稿を閉じるにあたり，なぜ近代日本は最初の国政選挙区制度として小
選挙制を選んだのかという冒頭の問題に立ち返って考えてみたい。
制度起草者たちが考えていたのは，間接選挙＝府県単位，直接選挙＝郡

単位という二択であった。間接選挙が退けられて以降，（枢密院における
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間接選挙論を別にすれば）議論の中で府県単位の選挙区制度が取り上げら
れたことはない。
では，なぜ直接選挙＝郡単位の小選挙区制なのか。もちろん，選挙区が

小さいほど知名度に頼らず，候補者の実像が知れている範囲で選挙が行わ
れるといういわゆる「人物本位」を重視する考えはあった。しかし，それ
だけでは小選挙区を導入することの是非，大選挙区を取らない理由として
は希薄にすぎる。
その理解の鍵は，原案に現れた選挙大区と選挙小区という発想にあるの

ではないだろか。この概念は選挙区と投票区，ふたたび選挙大区と選挙小
区と迷走を続けたのちに，選挙大区という概念が消え，選挙小区が単純に
選挙区と称された。
選挙大区が指し示すものは府県である。これは人口で議席を割り当てる

ための行政区画としての府県であり自治体としてのそれではない。選挙小
区が指し示すのは郡であり，本稿で見たように共用された郡役所の管轄範
囲がそれであり，これも行政区画である。すなわち，小選挙区を選択した
理由はどのような候補者を選ぶかという概念的なことだけでなく，むしろ
それ以上に，どうすれば選挙管理事務が安定的に実施できるかという行政
面の事情によるように思われる。
制度設計者たちは，国民から信頼される議会を構築するという大目標を

掲げながら，いかにすればそれを実施できるかということについて，不安
に苛まれていた。それは起草者の一人である金子が，モッセ，グナイスト，
ロエスレルら外国人顧問たちからは学理を学ぶことはできるが実践に関す
る知識がないとして，憲政運用の実態を知るために欧米の政治家，実務家
歴訪の旅に出たことに象徴されているだろう。彼らには実地を知り，実践
に向けた見通しを持つことが必要であった。
府県知事への照会は，まさに制度構築期において実地を知り，実践に向

けた確証を得るための過程であった。そこで重視されたのは旧藩域をはじ
めとする秩序の継承であった。民権運動に直面してきた府県知事をはじめ
とする地方官たちにとって，旧秩序を交錯させた選挙区を作って選挙戦が
苛烈になるより，秩序を継承した選挙区で安定的に選挙が行われる方が望
ましいことは理解できる。
かくして，明治の小選挙区制は地域の旧秩序ときわめて密接な関係性の
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もとで線引きされた。そうした地域秩序との高い親和性のもとで選挙が繰
り返され，集票構造が創りあげられていった。このシステムは，大選挙区
制度の導入によって一度は党中央による組織化の方向に流れながらも大正
の小選挙区制で息を吹き返し，そのまま中選挙区制のなかにビルトインさ
れていったのである。この連続性については稿を改めて論じることとする。

（１） 瀧井一博編『シュタイン国家学ノート』信山社，２００５年。
（２） その制度における異同については，川人（２００４）に詳しい。
（３）「昭和二年四月九日旧話会」尚友倶楽部編刊『新編旧話会速記録』２００４

年，３６頁。
（４） 金子堅太郎「議会開設当時の事情」『金子堅太郎著作集』２，１０９頁。
（５） 以下，１８８９年選挙法の策定全般については，清水（２０１３b）を参照。
（６）「国会議員複選法草案」宮内庁書陵部蔵「秘書類纂」５５巻。制度取調

局（１８８４～８５年）が作成したもの。
（７） 金子堅太郎「下院議員選挙法についての意見」宮内庁書陵部蔵「秘書

類纂」６２巻。制度取調局用箋に書かれており，１８８５年以前のものと考えら
れる。

（８）「下院議員選挙法草案」（内閣用箋）宮内庁書陵部蔵「秘書類纂」５５巻。
（９） 林田亀太郎『明治大正政界側面史』上（大日本雄弁会講談社，１９２６年），

１７３頁。林田は当時，法制局試補として衆議院議員選挙法の起草を担当し
ていた。

（１０）「ロエスレル氏選挙法に関する意見」１８８７年４月２５日，宮内庁書陵部蔵
「秘書類纂」５４巻。

（１１）「選挙法案 十二月十三日最終修正」（内閣用箋），同上。
（１２） これらの方法を早期に紹介したものに，本野一郎「欧米議員選挙法ノ

弊ヲ論ズ（承前）」『国家学会雑誌』４－４１，１８９０年がある。
（１３）「選挙区区画案 最終確定案」「十月二十一日確定 議長 附録 選挙

区区画案」宮内庁書陵部蔵「秘書類纂」。
（１４） 前掲，林田『明治大正政界側面史』上，１７４頁。
（１５）「衆議院議員選挙法枢密院諮詢案附録」国会図書館憲政資料室蔵「三

条家文書」３７－２４。本資料については末木（２０１４）が詳しく分析している。
（１６） 早稲田大学図書館蔵「衆議院選挙法並同法案附録」。
（１７） 前掲，林田，１７４頁。
（１８）「衆議院議員選挙法会議筆記 明治二十一年自十一月二十六日至十二

月十七日」国立公文書館蔵「枢密院文書」所収。
（１９）「議会開設のため議員選挙法に於て選挙区上申の件」栃木県公文書館

３４



蔵「明治二十一年特別秘密書類綴」所収。
（２０）「枢密院決議・一，衆議院議員選挙法・明治二十一年十二月十七日決議」

国立公文書館蔵「枢密院文書」。これまでの文書では郡単位で人口が示さ
れていたのに対して，この文書では人口が選挙区単位でしか示されていな
い。

（２１）『元老院会議筆記』３４巻，議案６１８号，１８９０年３月。
（２２） 末松謙澄「二十三年ノ総選挙」『国家学会雑誌』４－４４，１８９０年。
（２３） 府県会議員選挙と衆議院議員選挙の連続性については，村瀬（１９９２）

を参照。
（２４） 森口繁治『立憲主義と議会政治』（大阪毎日新聞社，１９２４年），美濃部

達吉『憲法撮要』（有斐閣，１９２６年）など。
（２５） 三好巻次『衆議院議員選挙法詳解』（博聞社，１８９０年），滋賀県編刊
『衆議院議員選挙法実用』など。

（２６）「郡区役所及其所在地並所管戸長役場町村戸口ノ数及有税地ノ積」（内
務省地理局編『地方行政区画便覧 全』１８８７年）。

（２７） 内務省総務局戸籍課編『日本帝国民籍戸口調査』１８８６年。
（２８） これらのケースに加え，修正案では福井県，熊本県，鹿児島県の数郡

に△印が付されている。いずれも合併を含む再編，郡役所の新設などが行
われた郡であり，そうした情報が共有されていたのであろう。

（２９） 伊藤博文宛井上毅書翰，伊藤博文関係文書研究会編『伊藤博文関係文
書』１（塙書房，１９７３年），３８３頁。

（３０） 蟻川堅治『日本選挙法実用』同盟書館，１８８９年。
（３１） 例えば『読売新聞』は，選挙区が行政区画とはまったく関係なく設定

されるという噂を報じている（「国会議員の選挙区」１８８８年１１月２８日）。
（３２） 前掲，林田『明治大正政界側面史』上，２６９頁。
（３３） 同上，２９０頁。
（３４）「選挙法と自由改進連合運動」『太陽』１２８号，１８９１年。
（３５） 例えば「社説 選挙区の大小」１～４『朝日新聞』１８８９年５月５～１５

日。
（３６）「衆議院議員選挙区改正の建議」『読売新聞』１８８９年５月１２日。
（３７） 前掲，末松「二十三年ノ総選挙」。
（３８） 例えば「社説 大選挙区の必要」『朝日新聞』１８９２年４月９日，錦城

生「選挙法改正に就て」『読売新聞』１８９８年５月１７日など。
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